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1．課題の設定
　1．1．教育水準局設置までの展開
　イギリス（本稿ではイングランドを指す）教育改革において、1990年代前半以降の10年間は、
あらゆる教育活動に「評価」という網がかけられた時代と位置づけられる。1970年代後半までの、
あるいは80年代初頭までのイギリス教育をめぐる議論からは、あらゆる学校段階のみならず地方
教育当局に至るまでが中央官庁であるOFSTED（Office　for　Standards　in　Education）による「評
価」に晒されるという現状は想像しがたい。現在の「評価」政策は議論・検証がなされないまま、
一気に改革が進行しているように窺われる。こうした動向の中で、この「評価」システムが従来
の視学官（inSpeCtOr）制度を踏襲したものである点はすでに慶昧なものとされてきている。この
ことは制度ならびに機能が大きく変容してしまっていることを含意していると思われる。
　イギリスの視学官制度は1839年以来すでに150年以上の歴史を有しており、1990年代初頭まで
は主に中央政府（教育科学省）が管轄するHMI（Her　Majes蚊’s　Inspectorate）と、各地方教育当
局が管轄するLEA視学から構成されていた。LEA視学については、個々の学校の教育経営に資
する助言的機能が重視されてきたとされており、実際の視学制度の枠組み等は例えば担当者の役
職名が視学官（inspector）である場合や助言者（advisor）である場合、あるいはその実際の権限
の領域についてみても、LEAによって異なっていたとされる。
　こうした視学の結果については、学校ごとの報告書は作成されていたが、一般には非公開が原
則とされてきた。ただし、1980年代に入るとともに、HMIはいくつかの教科（それらの多くは後
にナショナル・カリキュラムのコア教科あるいは基礎教科として位置づけられた）について、複
数の学校を視学した上で教育課程編成上の課題などについて検証を行い、その報告書を一般に公
開している。
　こうした視学制度の見直しの背景には、1970年代における教育課程批判、および教育課程改善
に対して視学制度が有効に機能してこなかったこと、そして1980年代以降、中央行政機関の機能
についても、いわゆる説明責任としてのアカウンタビリテイ遂行が求められ、具体的な制度変容
が進められてきたということが指摘できるであろう。
96
　1．2．教育水準局設置後の教育改革状況
　さて、すでに繰り返し指摘されてきたように、メージャー保守党政権の下、1992年にOFSTED
（教育水準局）は大臣の置かれない中央官庁として創設された。この組織は従来のHMIを改組し
たものであり、従来の視学制度（inspection）を継承すべく1993年から新たな初等・中等学枝の監
察制度（inSpeCtion）を導入し、以後数回にわたり制度を改革しながら現在に至っている。今こ
こで同一のinspectionという用語に1992年以前と以後について異なる訳語を与えているが、これ
はまさしくOFSTEDの創設以前以後では同一名称が表す機能そのものが大きく変容し、従来の
「視学」という訳語ではもはや実際を示しえなくなっている状況を示している。具体的には以下の
ような状況になっているのである。
　OFSTEDの主たる機能として考えられる学校監察は1992年教育法の施行によってOFSTEDに
よる4年サイクルでの学校監察制度として1993年の秋学期からは中等学校において、さらに1994
年の秋学期からは初等学校と特殊学校において、それぞれ監察が開始された。1997年には中等学
校すべて、1998年には初等学校すべてと特殊学校すべての1回目の監察が終了しており、その後
6年ごとに実施される第2回目の監察が進められているところである。1996年には学校監察法
（SchoolInspectionAct1996）が制定され、学校監察がより精密に制度化されるとともに、12月に
は4年サイクルが非現実的であるとして、原則的に6年サイクルヘと監察の実施問隔を延長する
こととなった。
　その一方1998年11月には諮問文書『学校監察の異なる仕組みの提案』が刊行され、1999年3月
には短期監察など新しい監察制度の導入が公表され、2000年1月に新しい枠組みが導入され、そ
の枠組みに基づいて監察制度が再編されている。さらに2002年には改めて枠組みの検討がなされ、
新しい枠組みと手引き書に基づいた監察制度が2003年9月から実施されている（Ferguson　eta1
2000：4）o
　また私立（independent）学校ないし私立特殊学校への学校訪問も4250件実施されている。ある
いは就学年齢未満の子どもを対象とする民問幼児教育機関に対する監察は40400件を超えている。
一方でユース・サービスに対する監察（63件）や継続教育機関及びシックスス・フオーム・カ
レッジヘの監察（126件）も実施されており、あらゆる年齢層を対象とした教育機関に対する監察
制度がOFSTEDによって組織運営されていることになる（OFSTED2002b）。
　一方、教員養成課程に対する監察制度は1994年に開始され、2002年までに1870課程の監察が実
施されている。さらに本稿で言及するLEAに対する監察は1996年に試行以来、150すべての
LEAの監察を終了している。
　こうしたOFSTEDのこの10年の歴史の中で進められた諸改革の中には、1994年から2000年ま
で第2代主任勅任視学官を務めたクリス・ウッドヘッド（Woodhead，Chris）の教育観や個性が反
映されている　（Woodhead2002）が、近年急速に進んでいる改革はウッドヘッド退任後に進めら
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れているものである点を無視することもできない。現在何が進められ、その背景にどのような変
化が見られるのかが問われなければならない。
　ユ．3．課題の設定
　さて以上のような現在の監察制度改革における新たな動向として、NPM（newpub1icmanage－
ment）が広範に導入されつつある点が注目される。特に1980年代以降、執行型工一ジェンシーお
よび非省庁型公共機関（NDPB）が多数創設・改組されつつ現在に至っており、義務教育段階に
おけるナショナル・カリキュラムの策定から高等・継続教育機関に対する資金配分までを多様な
NDPBが担当し、教育行政における政策立案を負う教育技能省（D肥S）と執行を担当するNDPB
とが明確に分離されている。現在のOFSTEDもまた、その行政上の位置づけこそ異なるものの、
設置の理念や組織形態はNPMの影響を受けており、特に学校監察制度の実質的な民営化は
NPMの実践例として注目されるところである。しかし、この制度はどこまで有効に効率的・効
果的に機能しているのであろうか。そしてなによりも、NPMが導入された機関のアカウンタビ
リテイはどのように果たされるようになっているのであろうか。
　ここでOFSTEDによる監察制度全体の議論あるいは教育機関のアカウンタビリテイに関する
先行研究について整理しておきたい。
　まずOFSTEDによる監察については、その制度の極端な多様性および改革の頻度の高さ故に、
科研費報告書などを除き、管見ではほとんど見られないのが現状である。一方、アカウンタビリ
テイについてはすでに拙論などでいくつかの機会において概念整理を行ってきた。とりわけ、日
本の教育改革における「説明責任」概念の急速な普及の文脈において、アカウンタビリテイすな
わち説明責任であるとの理解が広まっている状況については、アカウンタビリテイ概念そのもの
がまず成果達成責任を含意しており、その成果について説明する責任が並行して求められている
ことを指摘してきた（沖2000など）。また、浜田（2000）も同様の議論を踏まえて、説明責任の
本来的な意味について「子どもたちがその学校で一定期問教育を受けることによって、どれだけ
の力を新たに身につけることができたか」（浜田2000：20）を明示することであると指摘している
点が注目される。
　なお、こうした概念整理とは別に、特にOFSTEDの機能が拡大していく中で、その諸活動がど
のような論理によって機能しており、それぞれがどのような形態でアカウンタビリティを達成し
ているのかについては、十分な検討がなされてこなかったように思われる。
　以上のような認識に立ちつつ、以下では、OFSTEDの現在の機能を整理し、特にその「評価」
機能の多様化の象徴ともいうべき学校評価（監察）制度と地方行政機関の評価づけであるLEA
監察制度の概要とその制度によって遂行されているとみなされるアカウンタビリティの状況につ
いて検証することとしたい。
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2．学校監察機能とそのアカウンタビリティ
　2．1．はじめに
　本節では、OFSTEDの主要な機能とされてきた学校監察制度の現状を概観し、現在監察制度が
抱えている課題について整理するなかで、本機能が果たしてきたアカウンタビリティの様相を明
らかにすることを試みたい。
2．2．学校監察制度の概要
　イギリスの監察制度が歴史的に従来の視学制度とも、あるいは他国の同様の制度とも一線を画
しているのは、評価を実施する責任を負う監察官が、登録監察官（全国で1035名）、チーム監察官
（同5346名）、そして素人監察官（同376名）と呼ばれる人々から構成されており、実際の評価活動
が彼らから構成される監察チームによって実施されている点である。登録監察官は実際の学校監
察活動にあたるすべての責任を負い、チーム監察官はそれぞれの専門領域・教科について評価を
下すための授業参観や資料の確認を行う役割を負っている。登録監察官もチーム監察官も元校長
ないし教育関係者がその役割を担うことが多いが、素人監察官は文字通り学校経営に関するプロ
ではないことが条件となっており、特定の教科の学習指導などに限定されず、親と学校との連携
など総合的な見地から評価活動に従事する責務を負っている。
　学校監察制度でとりわけ注目されるのが、監察活動そのものはOFSTEDの担当官が行うので
はなく、契約機関（COntraCtor）が個別監察にかかる契約に基づいて学校への訪問や報告書執筆を
実施している点である。契約機関は2001年段階で85機関存在し、うちLEAが母体となっている
のは16機関、大学等教育・研究機関が母体となっているものは3機関で、合わせても四分の一に
達せず、民問機関（企業）等が母体となっているのが62機関となっている（OFSTED2001a）。監
察官はいずれもこれらの契約機関に属し、OFSTEDと契約機関との契約に基づいて、指定された
学校の監察活動に従事し、報告書を作成するという形態がとられている。従ってOFSTED自体
は多数の監察官を雇用しておく必要がない。以上の点はすなわち、教育の民営化が学校監察ある
いは学校評価の実施過程にも浸透していることを示している。
　さて現行の学校評価活動は事前の準備段階、訪問、報告書作成に整理される。学校訪問前から、
監察官は当該学校に関する各種資料を学校や地方教育当局などから収集するとともに、当該学校
の保護者に対するアンケートを実施する。
　以上のような準備を踏まえて、登録監察官は、まず重点を置くべき課題について、OFSTEDや
評価を実施する学校との間で調整を行い、契約書を作成する。登録監察官は契約書に記載された
課題に応じた適切なチーム監察官を選考して監察チームを編成し、実際の監察活動となる学校訪
問調査を実施する。四日ないし一週間程度にわたし実施される学校訪問時には、教科別に授業を
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多数参観するだけでなく、保護者・生徒・教師との意見交換など様々な活動を展開する。
　以上の評価活動が終了した段階で、監察チームは集められた資料・証拠に基づいて当該学校に
関する報告書を執筆することになる。2000年度から2003年度までの報告書の場合、第A部が報告
書の要約、第B部では、学校の教育水準、生徒への指導方法の是非、教育課程全般の評価、生徒
指導の側面の評価、保護者との連携に関わる評価、学校経営に関する評価と今後当該学校が改善
すべき点の勧告、第C部では学校に関する統計的データや学校訪問によって得られたデータとし
て、参観した授業の七段階評価、生徒の出自に関するデータや学校の財務に関する情報、生徒の
出席状況や前年度の退学状況、各学習段階（14歳段階とユ6歳段階）における全国試験と当該学狡
の成績状況とが比較され、そして監察の当初に実施された保護者に対するアンケート結果が掲載
される。そして・最後の第D部では当該学校で提供されている教育課程、特に個々の教科・授業
に関する評価が・授業参観の結果も踏まえて記述されている（OFSTED1999）。なお、これらは
すべてOFSTEDが作成するハンドフックに従って実施されるが、ハンドフック自体がほぼ3隼
ごとに改訂されており、時期によって報告書の内容は異なっている（OFSTED2003b）。
　2．3．学校監察機能のアカウンタビリテイ
　以上のように制度面での変遷を続ける学校監察制度は、現在までのところ、どのように評価さ
れ、アカウンタビリティを遂行してきたのであろうか。
　学校監察制度におけるアカウンタビリテイは、監察を実施する監察官チームが果たすべき領域
と、登録監察官と契約を結んだOFSTEDが果たすべき領域とに区分される。
　前者の場合、監察官チームはまず成果達成責任として充実した監察活動を一貫して実施しなけ
ればならず、また説明責任として正確で適切な監察報告書を作成しなければならない。一方、OF－
STED自身については監察チームの一連の活動について最終的に責任を負わねばならないのとと
もに、自らの活動全体について議会に年次報告書（OFSTED2003a）として報告し、さらに議会
内の特別委員会においてその報告書や活動自体の検証を受けることとなっている。2003年におい
ても教育・技能特別委員会において『OFSTEDの業績』について検討され、下院に報告書が提出
されている（HC2003）。
　以上のアカウンタビリティ遂行過程は学校ないしは校長や一般教員を対象としたものであるが、
実際には生徒や保護者との関係も無視できない要因とされている（Woodsetaユ1994：35－37）。具体
的には、監察官は授業やその他の学校行事などの視察を通じて、生徒とは非公式な場面での議論
がなされなければならないとされており、必要に応じて生徒による文書なども監察の資料として
活用されることとなっている。また、保護者との関係でもいくつかの側面でアカウンタビリテイ
が遂行されるといえるだろう。すなわち、第一に監察の前段階で学校理事会が開催し、保護者と
監察官チームが参加する保護者集会が設定される。校長や教師といった学校運営に責任のある関
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係者は参加することができず、保護者の率直な意見表明が保障されている。この会合では登録監
察官が今回の監察とそれに基づく報告書の特色を説明し、保護者から学校に関する意見を聴取す
ることとなる。この段階で第一段階のアカウンタビリティが達成されることとなる。また、報告
書が完成した段階で、学校理事会はその要約をその学校の生徒の保護者に送付することが義務付
けられている。なお、情報化の進展にともない、現在ではOFSTEDのウェブサイト上ですべての
学校の報告書すべてを閲覧することが可能となっている。
　2．4．学校監察機能の展望と課題
　以上のようなアカウンタビリティ制度を踏まえつつ監察制度が実施されている中で、今後の課
題として以下の4点が指摘できるであろう。
　第一に、学校運営や教育活動に対する圧力として監察制度が機能している可能性について考慮
する必要がある。例えば学校監察活動が実施される過程において、深刻な問題が指摘された場合
にとられる「特別検証」（speCia1meaSure）制度の実効性の問題が挙げられる。生徒の成績が全
国的指標と比較して低いこと、授業実践の多くが不十分な内容になっていること、学校経営が非
効率的であることなど改善を図るべき深刻な問題が監察において指摘された場合、その学校は
「特別検証」学校と指定される。2002年度初頭において「特別検証」と指定されている学校数は
272校となっており、前年度内に新たに129校が「特別検証」と指定される一方、163校は改善が図
られたと判断され「特別検証」学校の指定を解除されており、さらに「特別検証」学校に指定さ
れた後に改めて学校監察が実施され、改善が進まなかった14学校が閉校に追い込まれている。学
校監察制度が個別学校に与える影響は、単に監察報告書が地域の親による学校選択における資料
となるだけでなく、報告書に記載された評価結果を改善できず「特別検証」学校に指定された学
校もまた閉校や合併などの政策をとらざるをえなくなる点にあることが窺われる（OFSTED
2003a）。
　なお、学校に対する監察制度が個々の教員の実践に与える影響も見逃せない。とりわけ、OF－
STEDによる学校監察とリーグ・テーブルの公表によって教師の専門的職務遂行に対する圧力と
それに伴う困難さが増加している点が指摘されている（McCu11ocheta12000：108）。
　第二に、学校の外部評価と自己評価との関連に関わる問題を検討する必要がある。
　イギリスの場合、従来から学校改善活動として自己評価活動は推奨されているものの、義務化
されていたわけではない。実際、たとえばFrost（1995）は制度導入当初の18ヶ月の状況からみて、
学校改善に向けて導入された監察制度は成功しているが、今後の展望として学校検証schoo1re－
VieWと監察制度の協調的導入が必要であると主張している。彼は、多くの中等学校において監察
制度は質の改善に寄与しているが、さらに改善の余地があり、特に特定の課題により集中した監
察が必要となっていくこと、また監察が効果的かどうかは、もっぱら学校が作成する活動案の実
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行に依存していること、そして今後の監察制度の改善方向として、当該学校の優れた点と課題と
なる点をより明確に指摘し、さらに学校白身が作成する改善の優先順位や改善案を準備すること
が必要であると主張している。逆に見れば、1990年代半ばにおいては学校の自己評価活動は必要
性が唱えられてはいても、十分に制度内に定着していたとはいいがたい状況におかれていたので
ある。なお教員組合（NUT2000）あるいは中等学校の校長会（S肌1996）なども監察制度の導
入については、自己評価システムと並行して導入することがより有効であるとの主張を行ってき
た点が注目される。
　しかしここ数年、OFSTED自身が外部評価と自己評価活動とを密接に関連づけなければなら
ないとの姿勢に大きく転換してきている。実際2000年度のハンドブックからは自己評価の必要性
が明記され、OFSTEDが自己評価実施に必要な研修課程を準備し提供しはじめているのである
（OFSTED＆DFEE2000）。なお、こうした訓練を実施できる機関はOFSTEDによって認定され
た機関に限定されており、逆にいえば、公的機関でなくとも、設備とスタッフ等が揃っていれば
民閻機関でもプログラムの提供が可能である点が注目される。実際、認定されている29訓練機関
のうち25が民間機関を母体としたものであり、ここでも民営化の進行、政策立案機関と執行機関
の分離が徹底している点について、アカウンタビリティの主体を考える上で無視できない
（OFSTED2001b）。
　また、自己評価は別の側面からも検討されるべき課題となっている。学校評価の結果は前述の
監察チームによって作成された報告書としてインターネット上で公開されており、学校の説明責
任を果たす一方策となっているだけでなく、学校外部の人問が閲覧できることを前提としている。
しかしOFSTEDは監察活動前に別の報告書、通称P㎜DA報告書（成果　評価報告書）を当該学
校と監察チームに提供している。この報告書には、学校の自己評価を促進し、あるいは監察チー
ムが学校を評価するにあたっての幾つかの視点を提供することを目的として編集された、一般に
は非公開のデータが掲載されている。具体的には当該学校の生徒の全国試験成績結果が全国平均
と比較される形で掲載されており、また同様の環境に置かれている学校との比較も掲載されてい
る。個々の学校はこのデータも参考にしつつ、白らの教育活動の質を改善しようと試み、自己評
価の基礎資料として使用するものと期待されている。
　さらに、「OFSTEDの監察は今や学校自身の活動の質に関する自己評価へと向かいつつ」あり、
「学校は自己検証する組織、すなわち自らの特質と課題と明確にし、それに対応していく能力を持
たねばならない」（Brooks2002：ユμ）との指摘も見逃せない。イギリスの場合、このように学校
評価そのものが学校外部の機関による外部評価活動という側面だけでなく、自己評価活動が多少
なりとも連動している点を無視できなくなってきているのである。
　なお、Ferguson　etal（2002）はOFSTEDが導入を進めている自己評価（se1feva1uat1on）を
OFSTEDの枠組みに依拠した自己監察（se1f－lnspectlon）の一種であると捉え、他の自己評価の
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仕組みとは異なるものであると捉えている。具体的には従来のイギリスにみられる自己評価の制
度の特徴と比較して、監察制度との連携が強められ、学校外部の枠組みや観点を導入し、学校や
教師自身の学校観を優先しないこと、内容が前もって決定しており学校によって修正を加える柔
軟性に乏しいこと、すべての学校で導入される可能性を否定できないこと、目的が単純化されて
いることで自己評価のもつ複雑さや時間をそれほど必要としないこと、そして自己評価において
求められるべきアカウンタビリティと白己改善とが一貫したものとならないことを指摘している
（Ferguson　etaユ2002：！31－133）。
　言うまでもなくこうした論点は、学校の自己評価制度の拡充に伴って、今後どのような自己評
価制度が適切であるかの議論を行う際に注目すべき論点となる。ただし、日本のように外部評価
の制度そのものが全国的に制度化されているわけではない場合、おそらく焦点は自己評価の仕組
みをどの程度まで共通化するかといった点に集約されると思われる。
　こうした議論を通じて自己評価という言葉に込められた意味の理解が異なること、統一的に多
様性を理解することの困難さを感じることができる。
　第三として、監察活動の長期化や煩雑さに関わる問題が指摘できよう。
　1993年以来のイギリスにおける学校監察制度ではすべての初等・中等学校が相当な量の資料を
作成し、監察チームの訪問を受け、相当な量の報告書が作成されることになってきており、一度
の学校訪問・学校評価によって学校や教師自身が疲弊してしまう弊害が指摘されていれまた監
察内容も一度教育内容などが十分に確認されれば、頻繁に同様な評価作業を実施する必要はない
という考え方も強まってきた。
　そこで2000年に導入された新監察制度より、新たに短期監察と呼ばれる制度を導入し、前回の
監察で優れた評価を得た学校は二回目以降の監察活動が短期化・簡素化されることとなったので
ある（OFSTED1999）。短期評価の場合、個別教科の授業内容などにはほとんど言及されず、当
該学校が前回の監察から改善してきた点、当該学校の優れた点、改善すべき点と改善を図ってい
くために必要となる将来計画案の提示に監察活動の焦点があてられている。なお、2001年度にお
いて短期評価が適用された監察は、初等学校で監察を受けた3303校中で785校、中等学校で566校
中116校となっている。
　最後に、監察結果の質の維持と監察結果に対する異議申立の制度作りに関わる問題が重要であ
ろう。
　学校監察の内容、特に監察チームの活動はOFSTED監察品質部（1nspect1on　quaユ1tydlv1s1on）
によって検証され、必要に応じて監察官の訓練が実施されている。必要とされる訓練を受講しな
い監察官は権限を失うことになり、特に登録監察官の場合2001年からの1年間で41名が様々な理
由でその登録を抹消されている（OFSTED2003a）。
　監察チーム全体というだけでなく、素人監察官の役割や存在そのものについてもさまざまな意
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見が現在まで見られる。制度導入当初における監察制度全般を調査LたMayche11etaユ（1993）は
その質問項目の中で、素人監察官に対する賛否を地方教育当局（LEA）ならびに校長に尋ねてい
る。（Maychel1etaユ1993：48－49）。
　LEAに対するアンケートでは42LEAが素人監察官制度に対して批判的であり、一方34LEAが
賛意を示している。批判の主な理由として、12LEAからは素人監察官が常に教育の専門家とし
て見られがちになることが好ましくない点が挙げられている。また素人監察官のリクルートが困
難であることを5LEAが、経験を積むことで素人監察官は素人ではなくなってしまうことを
6LEAが挙げている。一方34の好意的意見を述べたLEAでは、15LEAが外部の見方は主観的で
部分的なものになることを危倶している。
　一方、校長調査では回答者の7割近く（539名）が素人監察官の導入に反対し教育的経験や知識
のない監察官によって実施される監察過程の有効性に対する疑問が提示された。また素人監察官
が学校について表面的で非現実的な見方をしているのではないかという危険を指摘する意見や素
人として必要な外部者は親と理事で十分であるとの意見が各7％の校長から出されている。
　それに対して、257名の校長は素人監察官の導入に賛成しており、その半数以上（54％）は「外
部」の見方が有益である点を指摘している。賛成者の18％は素人監察官が適切な技能を持ってい
るのであればという条件付で賛成しており、また9％は素人監察官の役割が限定的であればとい
う条件つきで賛成している。なお、消費者や地域住民の関与が促進されるという観点から10％の
校長が賛成している点も注目される。
　さて、監察を受けた学校もその評価活動そのものへの疑問や作成された報告書の内容について
疑問を感じ、学校と監察チーム問で論争が生じる場合が少なくない。とりわけ監察チームが民間
主導で編成されている点からも、監察活動の専門性が強く問われる事態となっており、監察活動
そのものの評価が必要とされている。イギリスの場合、OFSTED内部に他部署とは独立した形で、
OCA（OFSTED異議申立調整官）を設置し、当事者間では調整がつかなかった問題について判断
を下すこととされている（OCA2002）。現在までのところOCAに提起された異議申立がすべて学
校側に有利に判定されているわけではないが、一部であれ異議申立が認定されている点も見逃せ
ない。人間が行う評価活動である以上、そこには多少なりとも評価の誤りが含まれてしまう可能
性があり、今後とも評価の評価制度について検討と改善が求められていくものと思われる。
　以上のようなイギリスにおける学校監察制度の導入は、学校教育全体としての水準向上に一定
の成果を挙げつつあると評価される一方、その報告書やリーグ・テーブルの作成・公表によって
学校選択や学校淘汰といった市場原理に基づく競争にすべての初等・中等学校を参加させる制度
として機能している点も無視できない。学校監察制度の導入にあたっては、そのデメリットを十
分認識しつつ、より多くの関係者が同意し得る専門性の高いシステムを構築することが必要と
なっているように思われる。
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3．地方教育当局（LEA）監察機能とそのアカウンタビリティ
　3．1．はじめに
本節では、LEA監察の特徴を整理し、現在抱えている問題について検討するなかでアカウンタ
ビリテイがどのように遂行されているかを検証することとしたい。
　3．2．LEA監察制度の概要
　LEA監察は1997年教育法第38～41条の規定に基づき、会計検査院と連携する形で開始された
制度である。制度創設当初は義務教育段階の年齢の子どもやLEAによって運営されている学校
の生徒の親との関係を検証することが目的とされていた。さらにユ999年地方行政改革法の施行に
伴って、執行体制の効率化などが新たな課題として認識されることとなり、監察制度がより体系
化されつつある。すなわち、当初は主に義務教育段階の学校改善のためにどのような寄与がLEA
において可能であるかという点に焦点があてられていたのに対し、90年代末にはLEAの教育活
動全般にわたって監察が実施されることとなったのである。
　さて、OFSTEDによって2002年度以降に実施されているLEA監察の枠組みは以下のとおりで
ある（OFSTED2002a）。
　機構監察（organisationaユinspection）は、LEAの教育活動全般を総合的観点から監察する試み
である。観点は大きく5項目に分かれており、それぞれ学校改善に関するLEAの政策・学校改善
状況、特別な教育二一ズ、社会統合の促進、管理課題、となっている。2001年秋までに最低1回
の機構監察が実施されており、2002年1月からは5年ごとに1回の機構監察が実施されることと
なっている。その前提として、各LEAには新たな教育開発計画（EDR　education　deve1opment
p1an）の設定が求められており、機構監察はEDPに示された開発計画の実行可能性などを含めて
検証することとされている。
　課題監察（thematic　inspection）はOFSTEDが必要だと認識した問題について、短期間で実施
する監察を指す。具体的には、LEAによって選別され提供されたデータや文書の分析、LEA職員
や学校理事などの利害関係者とのインタビュー、時に学校訪問などを通じて集められた情報に基
づいて報告書を作成することとされている。複数のLEAで認識されている課題について監察が
実施され、報告書は教育政策立案にあたっての資料として活用される。
　最大価値検証監察（BVR，best　vaユue　review　inspection）は、通常機構監察と併行して実施され
る。本監察では、当該LEAが実行すべき機能を果たすにあたって、経済性、効率性、効果の三
点を軸として、継続的な改善が図られるような制度が機能しているかどうかが検証される。LEA
が提供する教育サービスにおいて、その目標設定にあたり税負担者やサービス利用者、あるいは
地域の経済界関係者の意見を聴取しているかどうかが確認され、またサービスの効率性や効果を
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確保するために公平で開かれた競争が行われているかなども監察される。
なお、いずれの監察においても各監察主倒まHM1ないし会計検査院（AuditCo㎜ission）の監
察官とから構成されており、一般市民や保護者の参加が認められる制度にはなっていない。
　以上の制度の概観からも明らかなように、他のOFSTEDの1nspect1onが個別学校教育機関
の活動状況を監察するというものであるのに対して、LEA監察制度は行政機構の効率性そのも
のを対象に監察を実施するという点に大きな違いを見出すことができる。こうした違いが生じた
背景には、生徒の成績に地域格差が存在することが学校監察で明白になった段階で、LEAの教育
改善に対する機能の効率性が中央政府レベルでも問題視されてきた状況を指摘できる。また後述
する総合到達度評価（CPA）の実施によって地方行政当局の効率性そのものが行政改革の中心的
課題へと変化してきた点も無視できない。
　この制度改革はまた、LEA監察の導入にいたる歴史的経緯と無関係ではない。OFSTEDも指
摘しているように、1980隼代から1990年代前半においていわゆるニュー・ライト主導の教育政策
が進められていく過程において、従来LEAが担ってきた教育全般の権限は急速に縮少され、中
央政府ないし個々の学校へと委譲されてきた。また最大のLEAであった内ロンドン地方教育当
局が解体されるなどの過程において、およそ50のLEAが新たに創設されるという改革が進行し
た。労働党政権への転換に伴い、以上の改革は理念が変更されたとされているが、その後も1990
年代後半の教育改革を通じて、LEAには実現困難な機能が期待されることとなった。具体的には
地域の教育水準をより高くしていくことがLEAの責務とされ、LEAは「戦略目標を設定し、目
標を交渉し、必要に応じて財源を分配し、学校自身に教育経営を実際に委ねつつ支援し調停を行
うことを義務付けられた」（OFSTED＆Aud1tCo㎜1ss1on20024）とされてきたのである。こ
うした役割を適切に担っているかどうかを検証する必要に迫られて、LEA監察が導入されたの
である。
　もちろんこうした活動は、当初からLEAによって好意的に受け入れられてきたとは言いがた
い。OFSTED白身、1996年から99年にかけての監察について「最初の監察を受けたLEAの多く
では、自らの役割の再定義に奮闘しつづけていた」（OFSTED＆Audit　Commission2002：5）と
記し、LEAが新たに課された機能、そしてLEA監察制度そのものを理解するまでに困難があっ
たことを認めている。
　3．3．LEA監察機能のアカウンタビリテイ
　さて、こうした地方行政システムを中央行政機関が「評価」するというきわめて異例の制度が
導入されている中で、こうした制度にかかわるアカウンタビリテイの遂行状況はどのようなもの
となっているのであろうか。
　前述のとおり2001年秋までに150LEAすべてに最低1回の機構監察が実施されており、その結
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果に基づいた分析報告が刊行されている（OFSTED＆AudltCo㎜1ss1on2001；2002）。本節では
当該報告書の記述に基づいて、LEAの機構監察が明らかにした課題について概観してみたい。
　150LEAの機構監察の総合結果は29LEAが5段階評価で最高（verygood）ないし第2段階の評
価（good）を得ており、80LEAが第3段階の評価（satisfactory）を得ている。一方、第4段階
（unsatisfactory）ないし最低の評価（worse）を受けたLEAが41に達している点も無視できない。
18LEAが再監察を求められ、そのうち11LEAは改善の成果がみられたものの、5LEAはunsatis－
facto町という評価以上に改善されず、2LEAでは状況が悪化していると報告されている。少なか
らぬ割合で問題を抱えているLEAが存在している状況が報告されることとなった。
　こうしたLEA監察そのものの必要性については、OFSTEDによる報告書自体の記述からも疑
問が生じうる。第1回目のLEA機構監察の結果が示している状況は、当該LEA内の学校に通学
する生徒の成績の高低と、当該LEAの観察結果の良し悪しとの間は関連が低く、学校が位置づ
けられている社会・経済的な状況の方が成績に強い影響を与えているという事態である。LEA
の機構監察が良い状況とは具体的には厳しい支出の管理が行われていること、言い換えれば学校
改善に必要となる資金の提供が不十分になりかねないことを意味している。こうした中でLEA
が適切な学校改善のための戦略を立案することは容易ではない（OFSTED＆Audit　Commission
2002）。
　次にLEA監察の将来展望を整理すると、前述のとおり2002年1月からは5年計画で2回目の
監察が実施されるよう計画されている。課題監察は従来どおり、必要に応じて実施されることと
なっており、最大価値検証（BVR）監察は他の二つの監察実施時に併行して実施すべきものと位
置づけられている。BVR監察はその制度創設自体の検証が単に教育的文脈だけでなく地方行政
全体が提供する各種サービスに対する総合到達度評価（CPA，comprehensive　pe㎡ormance　as－
SeSSment）によるグレード付けとの関連で検討される必要がある。
　BVR監察は、1999年地方行政法によって地方自治体に対してそのすべての機能について2005
年3月までに最大限の価値が提供されているかどうかを検証する制度（BVR）の導入が法制化さ
れる中で、教育版BVRと位置づけられることとなった。さらにBVRの追求を徹底するために、
地方自治体による活動全体に対して、CPA制度が導入されることとなった。これは、地方行政機
構改革、とりわけ地方分権化とそれに対応した財政支出の合理化の一環として提起された白書
『地方行政の強化』（WhitePaper2001）に基づいて2002年度から導入されたものであり、教育に隈
らず、ソーシャル・ケア（子ども・成人）、環境、住宅、図書館・余暇、年金、財源の活用につい
てそれぞれ4段階評価が下され、総合達成度評価によって各地方自治体がグレードをつけられる
こととなった。このうち、教育の評価を行う際には、LEA監察が利用されることとなったのであ
る。
　2002年度のCPA評価において、教育が4段階の1と最低の評価を下されたのは2自治体
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（Hac㎞eyとKingston－upon－H山）でいずれの白治体においても総合評価がpoorとなっている。
このようにLEA監察による評価が当該自治体全体の評価に直結する事態となっており、現段階
でも評価基準については検討が続いている（OFSTED2003d）。
　以上に見られるように、地方行政機構の改革と連動した形でどのようにLEA監察制度が機能
を変化させていくかは、予断を許さない状況にあるといえよう。保守党政権の下で見られた地方
教育行政の権限縮小（ないし廃止）といった改革案とは別の文脈で、なお今後のLEAの学校改善
機能の拡充とLEA監察制度の強化とがどのように整合性が図られていくのかは今後の課題とし
て残されている。LEA監察制度の導入・強化を通じて、そして教育に限らず地方行政のあらゆる
領域で最大価値の追求が目指されるという政策を通じて、イギリスの地方教育行政システムにお
ける壮大な実験が開始されたといえるのではないだろうか。
4．結論　公教育概念と監察制度の均衡
　本稿ではOFSTEDの権限拡大に伴うアカウンタビリテイ遂行状況について、特に学校監察と
LEA監察との改革動向から検討してきた。両者に通ずるのはそれぞれの監察の対象となる組
織・機関が改善すべき課題について、経済効率的に最大価値を追求しつつ実現することこそ公教
育の目指すべき目標であるという確固たる信念が示されている点である。個々の失敗（fai1ing）
に着目し、その改善を徹底的に追及し、改善状況を継続的に測定すること（re－inspeCtiOn）といっ
た合理的戦略が次々と打たれている点はまさしくアカウンタビリティの徹底した追求が実施され
ていると言いうるであろう（OFSTED2003a；2003c）。
　また監察制度全体の徹底した全国（イングランド）一元化とその一方で相反する形で連続して
進行している監察制度の大幅な改革も改めて注目される。各LEAや各学校の置かれている経済
社会的状況の違いなどは各監察報告書のコメント等の箇所に記載されているが、実際の評価にお
いてその違いが尺度として活用されることはあまりない。とりわけLEA監察と連動するCPA評
価の場合、得点換算は極めて単純化された方法で実施されており、現状の評価、将来的な改善の
可能性、実現可能な能力の有無のみが数値化され利用されている。文化的多様性や各学校の置か
れた状況の違いを無視して画一的な制度導入が行われている点は奇妙な状況が進行しているよう
に感じられる。その一方で例えば学校監察の場合は、その実施のための枠組みがほぼ3隼ごとに
修正されている。現在の学校監察のサイクルは6年であるので、どの時期に監察が実施されたか
によって、方法や報告書の記載内容なども変更され、報告書の記述に関する公平性にはあまり関
心が抱かれていないようにも思われる。
　さて、デイビソト　ベル（Bel1，Dav1d）はOFSTEDの10周年記念会合において、OFSTEDが
今後挑むべき三つの課題を整理した（OFSTED2002c）。
　第一に指摘されたのが、監察制度と自己評価との関連性である。学校改善における監察制度と
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その基盤となる学校自身の評価制度の重要性を指摘し、監察制度と学校の自己評価の遂行とをよ
り一層関連づけていくことが今後の改革において必要であるとの指摘がなされている。次に、異
なる対象問の監察制度の情報を関連づけることの重要性が指摘されている。そして最後にSatiS－
factory（7段階評価で4番目）との評価を得ている教師の指導法をさらに改善していく必要があ
り、そのためにも教員や各学校が尽力する必要性を主張している。これらの主張には、監察結果
に基づいた学校・教師自身に対するアカウンタビリテイの要請が従来以上に高まることが示唆さ
れているように思われる。監察制度に対して学校が自らの評価結果をどのように活用するか、あ
るいは観察結果に基づいてどのように学校を改善していくかを学校と社会や他教育機関との接続
関係という観点からも明らかにしていくこと、そして数値化される授業観察結果の改善は自已評
価と結びつけられて、指導力不足の教員を排除していく機能を果たしていく可能性を有している。
　イギリスにおける監察制度の全面的展開は、すべての学校からすべての地方教育当局まで、幼
児教育機関から義務教育終了段階を対象とする各種の学校・教育機関まで、およそ評価の対象と
しうるすべての機関・組織を対象とした「評価」の時代に突入したことを表している。教育にお
ける分権性が強いと認識されてきたイギリスにおいて、OFSTEDによる中央集権的監察制度の
導入がユ0年という短い期間で遂行されたことを、教育水準に対する危機感の高まりと理解すべき
か否か、あるいは監察制度の全面的導入をNPMによるサービス向上を図ろうとする変革とみな
すべきか否か、そして監察制度全体のアカウンタビリテイ遂行システムが十分な適切性を担って
いるか否かについては、稿を改めて検討することとしたい。
　　文献表
Brooks，V．2002，λ88θ∫8η舳れ椛8θoo物dα〃8cんoo肢丁厄θjVθωrθαoんθ〆8G物｛伽fo〃o犯枕oれηρ，λ88θ88η舳ら月θooγd－
　z犯g，月θρoれ伽gαηdλoco㏄刎αω腕軌Open　University　Press．
Ear1ey　P（ed．）1998，8cんoo〃伽〃o〃θηz㎝童功θ〃伽pθo古｛o〃二8cんoo工α物dムEλ肋8ρo閉閥PauI　Chapman．
Ferguson，N．，et．aユ．2000，∫伽〃oη伽σ8oんo眺α帆d肋8pθc肋π肋θ8θ炉肋8ρθoエ旭ηg8oんooj，Pau1Chapma阯
浜田博文2000、「〈保護者への説明責任〉に備える構内体制づくり」、『総合教育技術』平成12年3月号、20－23
　ぺ一ジ。
House　of　Commons2003，E伽oα肋椛α棚8肋晦0o㎜榊嚇θθ肋θ肋γκψ0燗rEり18伽枕肋poれび8θ58｛o椛2002－
　03‘H053！⊃，TSO．
Mayce1l，K　et．aユ。ユ993σ伽θ〃㎜pθc肋物＝ム亙λ肋α1刎α施㎝α刎〃o舳o杓椛αNFER．
McCdIoch，G．et－a1．，20C0，肋θPo舳c∫ぴPr娩88伽己α腕㎜j脆αoん舳α伽肋θ0刎㎜oω批肌Contimum．
OCA2002，0F8τED　Oo榊ρ工α伽おλ吻ω包cα士or・τんづrd月θpoれ2001，OFSTED．‡
OFSTEDユ999，肋3ρθα伽g8肋ooム丁肋Fγα㎜ωoγ杷OFSTED．‡
OFSTED2001a，0o棚γααors　Pγo切d伽g仰α伽z椛gピoo伽αc孟正鵬リ，OFSTED．非
OFSTED2001b，0例S㎜りP正α侃力γ〃伽切ηgαηd　Dθむθ工oρ伽g1伽ρθo士o燗伽200易OFSTED．北
OFSTED2002a，Fγα㎜ωoγ此力γ沈θ／郷ρθc施o㏄qブLocα三Ed刎cα勿㎝λ刎肋oれ施賜OFSTED．‡
OFSTED2002b，／仰ργoりθη㎜㍑伽o㎎ん／伽pθc疵o㏄一10狛αrs　o仏（NR2002一ユ88c），OFSTED．＃
OFSTED2002c，8ρθθc厄わμDαηω8θ〃α士仇θQE∬0oψγ召侃cθ0θ刎γθ，陥s亡肌伽8彪ちLo物do物士o〃αγ此0F8㎜りち
OFSTEDによるインスペクション（監察）とそのアカウンタビリティ 109
　　　物肋λ物犯ωθ燗α㎎，（NR2002－188b），OFSTED．
OFSTED2003a，8エα棚αγぬα棚Q刎α工包妙伽Ed㏄ακoπλ物犯批α！児θpoれ200！／02，TSO－
OFSTED2003b，肋理θα伽g8cんoo㎏・Fγα㎜o枇力r／伽ρθo施ηρ8cんoo㎏OFSTED．‡
OFSTED2003c，0F8㎜D　Dθραれ㎜士α三児θρoれ2002－03，TSO．
OFSTED2003d，0oη3㏄〃α施o帆oη0んαηgθ5士o肋εEd刎oα施o肌〃θ㎜士qブ0別㈹2003μα冊d2004庖OFSTED・＃
OFSTED＆Audlt　Commlsslon2001，Locα工E伽cα肋帆λ刎んo㈹妙8岬poれ力r8cんoo〃㎜μoりθ㎜らTSO．
OFSTED＆Audit　Commission2002，ムocα工E伽cα施o物λ刎肋o棚zθ8α犯d8肋oo工∫伽μoU召㎜士！996－2001，OFSTED・串
OFSTED＆DFEE2000，Hθゆ伽gエo0α㈹0ω8召炉Eりα工刎α施o侃，OFSTED・由
沖　清豪2000、「イギリスの教育行政機関における公共性一非省庁型公共機関（NDPB）とそのアカウンタビリ
　　　テイー」、『教育学研究」第67巻4号、1－9ぺ一ジ。
S肌ユ996，肋α池〃。γθ聯伽θ此肋・1・肋・舳が伽・11棚榊｛・㎜助・舳997．肋8舳榊・仏S肌・
White　Paper2001，8枕o肌g　Looαエムθαdθγs肋ρ一Q刎α肋砂P㏄わ肋o8θ㎜也o島TSO－
Woodhead，Chris2002，0エω8㎜r・肋θ8刎8げBれぬ庖E伽cα施o仏A　Litt1e，Brown．
Woods，D．et．aユ、ユ994，8o厄oo工肋切舳α刎∫伽ρθoエ｛o物，Kogan　Page。
（＊はOFSTEDのウェブ上で閲覧可能ないしはウェブ上のみで公開された文書）
本稿は平成ユ5年度科学研究費若手研究（B）「教育行政法人（工一ジェンシー）のアカウンタビリテイ遂行に関する
日英比較研究」（課題番号147ユ0199）の研究成果の一部である。
